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2027年 3月期 第１四半期 決算説明会 質疑応答要旨 

 

 

日時：2026年 8月 7日(金) 10：00 ～ 10：40 

 

お断り：この要旨は、決算説明会にご出席になれなかった方々の便宜のためにご参考として

掲載するものであり、説明会でお話ししたことの一字一句を書き起こしたものではありま

せん。当社の判断で簡潔にまとめさせていただきました。ご了承ください。 

 

Ｑ． あらためて 1Qの受注、売上、事業利益の進捗と上期予想、通期予想に対する会社評価

を伺いたい。 

Ａ． 1Qは、事業セグメントごとの進捗に濃淡があるものの、全体として想定通りの進捗。 

電子セグメントは、引き続き積極的な投資を背景に多くの引き合いがあり、海外各地で

期初予想に織り込んでいなかったものも含めて案件を獲得し、上期予想に対してハイ

ペースで受注が積み上がっている。売上は、受注済み装置案件の工事進捗に伴い順調に

増加し、継続契約型サービスもお客様の工場稼働の影響を受け想定を上回る進捗とな

っている。しかし、工事進行中の大型装置案件における追加コストの計上により、1Qの

事業利益は上期予想に対してスローな進捗となっている。 

一般水処理セグメントは、懸念された中東情勢の影響も最小限となり、円安に伴う為替

影響による押し上げ効果もあったことから想定を上回る進捗。CSVビジネスの売上も伸

長し、引き続き収益性向上に寄与している。依然として中東情勢は予断を許さない状況

だが、足元の事業環境を踏まえると、上期予想で見込んでいたほどのマイナス要因には

ならない可能性が高まっている。 

電子セグメントが遅れ気味ではあるものの、一般水処理セグメントがカバーすること

で全社としては上期予想に向けて想定線の進捗となっており、現在時点では、下期にお

いても当初想定を見直すような変化は見込まれず、通期予想に向けても堅調に進捗と

評価している。 

  

Ｑ． 電子セグメントにおける装置の受注状況について、詳細を教えて欲しい。 

Ａ． グローバルアカウントを中心に、中国、韓国、北米、欧州で中規模、大規模な案件を複

数受注している。2Q でも国内や米国で大型案件の獲得を見込んでおり、国内ですでに

受注を獲得しているものもあり、上期の進捗は順調である。クリタが戦略として掲げて

いる排水回収における競争優位性の発揮という面では、装置案件に占める排水分野の

比率が従前より拡大しつつあり、戦略どおりに推進が図れていると考えている。 

  

Ｑ． 電子セグメントにおける追加コストの背景と金額規模、また今後継続するリスクはあ

るのか？ 

Ａ． 北米における特定のひとつの案件において、仕様変更などにより約 20億円の追加コス

トが発生した。北米における初案件ということもあり、米国特有の規格や仕様に不慣れ

なことに伴い手戻りが生じたほか、お客様による工事全体に関わる設計・施工会社の変

更に伴い、設計対応で混乱が生じたことが要因。現在、日本からの応援体制も含め対応

を強化しており、追加コストの発生を最小限にとどめるよう努めているが、2Q にも多

少の影響は残る見込み。現時点で見積もることができるものは計上しており、影響は上

期に限定される想定である。工事は下期に向けても続くが、すでに着手している対応強

化によって追加で発生しないよう管理を強化する。 
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Ｑ． 装置の受注が堅調であるが、工事における人手不足や、部材の不足など生産リードタイ

ムが長期化するリスクはあるか。来期に向けて深刻化するような懸念は。 

Ａ． マーケットの期待が高いことを背景に受注高も速いペースで積み上がっているが、今

期の受注案件に関しては、現状の生産キャパシティで十分対応可能と考えている。ただ

し生産キャパシティは引き続き逼迫している状況であるため、設計の自動化等による

生産プロセス変革をさらに進めるほか、将来的な収益の柱となるストックビジネスを

効率的に展開するための基盤整備も同時に進めている。 

  

Ｑ． 追加コストの影響を除けば、1Q の電子セグメントの事業利益率の改善がかなり進んで

いることになる。水処理装置の設計自動化などの自助努力が寄与しているのか？ 

Ａ． 電子セグメントの継続契約型サービスが好調であることが事業利益率改善、追加コス

トを除いたベースで想定よりも改善が進んでいる主要因だが、設計の自動化の取り組

みなど収益性向上を図るさまざまな取り組みを進めており、今後は、これらの取り組み

が複合的に寄与していくと考えている。 

  

Ｑ． 継続契約型サービスの進捗が想定を上回っている要因は、既存顧客における工場稼働

の影響によるものか、それとも新規契約の開始によるものか。 

Ａ． 既存のお客様の工場稼働が好調だったことが主な要因。 

  

Ｑ． 装置受注が想定を上回るペースで進捗していることを踏まえ、運転資本負担の先行や

キャッシュインのタイムラグにより資金需要が高まる可能性があると考えている。今

期・来期で想定している 600億円程度の借入枠を超える資金調達は可能なのか。また、

必要に応じて CB (Convertible Bond)を含む借入以外の資金調達も選択肢として考えて

いるのか。 

Ａ． 通期決算で示した今後 2年間のキャッシュ・アロケーションの考えに基づき、A格の信

用格付けを維持する水準で負債調達を機動的に検討・実施していく考え。自己資本比率

については、PSV-27期間中は 55％程度、次期中期経営計画では 50％程度を目安と考え

ている。 

  

Ｑ． 電子セグメントにおける追加コストに関して、受注済みの案件や今後の受注予定に影

響はあるか？ 

Ａ． 今回の追加コストは、お客様事由よる混乱や米国特有の規格への初めての対応等本案

件特有の理由で発生しており、他の案件への波及は想定しにくい。他の案件の工事は、

想定の範囲内で順調に進捗している。 

  

Ｑ． 発生した追加コスト分をお客様に請求できないのか？ 

Ａ． 今後追加コストの発生事由を精査し、請求可能なものに関しては請求をしていく考え

である。 

  

Ｑ． 分析サービスの不適切事案について CSV ビジネス等のビジネスモデルの信用を落とす

懸念がある。どのような影響があるか。 

Ａ． 本事案について、まず初めにステークホルダーの皆様に多大なご心配とご迷惑をおか

けしていることを深くお詫び申し上げる。現在再発防止に向けた取り組みを進めてい

る。本事案の事実関係および発生要因について徹底的な調査と分析データ記録、管理体

制、業務プロセス、職務分担、承認手続き、レビュー体制、内部監査を含む業務体制の
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見直しを進めている。コンプライアンスの一層の強化を図り、再発防止の徹底に取り組

む考えである。分析対象となる排水・土壌・産業廃棄物というのは CSVビジネスの対象

領域でもある。直接本事案が関わっていないとしても、評価を低下させる要因になりか

ねないと認識しており、再発防止対策を確実に実行し、ステークホルダーの皆様からの

信頼の回復に努めていきたい。 

  

Ｑ． 中東情勢の影響について、1Q の実績を見る限りほとんど影響が出ていないように見え

るが、地域別には影響が出ているのか？また、期初予想では上期で事業利益 25億円の

ネガティブ影響を見込むものの、下期には影響を想定していなかったが、現時点で下期

に向けてのリスクについて、価格転嫁の状況なども踏まえて教えていただきたい。 

Ａ． 主に中東情勢の影響の発生を懸念していた一般水処理セグメントにおいて、EMEA 地域

では不安定な状況から需要に直接的な影響があったことに加え、原材料費や輸送費、エ

ネルギーコストの上昇など影響を受けた。ただし、一般水処理セグメントは、前年同期

比で増収増益かつ想定を上回るペースで進捗をしており、中東情勢の影響が業績にネ

ガティブな影響を与える状況ではなかったと捉えている。背景として、水処理薬品事業

の最大の市場である国内で、原材料や梱包資材の価格、物流費の上昇によって調達コス

トの増加が見られたが、当社では早期にお客様へご案内を始め、大変ありがたいことに

非常に多くのお客様からご理解を得ることができ、販売価格への転嫁がスムーズに進

んだことがある。これにより 1Qの段階では、同事業の原価率はほとんど悪化していな

い。一方で、中東の情勢は日々変化しており、また長期化や悪化の懸念もあることから、

下期を含む業績への影響については、引き続き注視するとともに、必要に応じて追加の

対策も検討していく。 

  

Ｑ． 1Q の受注は想定以上のペースで積み上がったということだが、今回受注計画を上方修

正しなかった理由は？ 

Ａ． 1Q における受注の進捗は想定以上で、地域によっては上期予想を上回る進捗となって

いるが、電子セグメントにおける受注動向は変化しやすく、2Q の動向も見つつ通期予

想の精査を行う考えである。 

  

 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情

報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等はさまざまな要

因により異なる可能性があります。 




